第１　調査の趣旨

　　総務省では、地方公共団体間における事務の共同処理の状況を把握するため、従来から隔年で調査を実施してきた。
　　実施予定であった令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う自治体職員の事務負担を鑑み、調査を延期し、令和３年度に本調査を実施した。

　　令和３年度においても、令和３年７月１日現在における連携協約、協議会、機関等の共同設置、事務の委託、事務の代替執行、一部事務組合、広域連合及び地方開発事業団による事務の共同処理の状況について調査し、その結果をとりまとめた。

　　また、地方開発事業団については、平成２３年度に施行された地方自治法の一部を改正する法律により制度が廃止されたが、経過措置により現存している青森県新産業都市建設事業団を調査対象としている。





第２　調査の対象

この調査において事務の共同処理とは、都道府県（都道府県が加入する一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）相互間、市町村（特別区及び市町村が加入する一部事務組合並びに広域連合を含む。以下同じ。）相互間及び都道府県と市町村相互間において次に掲げる方法により事務を処理しているものをいう。

(1)　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定により連携協約を締結しているもの
(2)　地方自治法第２５２条の２の２第１項の規定により協議会を設置しているもの
(3)　地方自治法第２５２条の７第１項の規定により機関等の共同設置をしているもの 
(4)　地方自治法第２５２条の１４第１項の規定により事務の委託をしているもの
(5)　地方自治法第２５２条の１６の２第１項の規定により事務の代替執行をしているもの
(6)　地方自治法第２８４条第２項の規定により一部事務組合を設置しているもの
(7)　地方自治法第２８４条第３項の規定により広域連合を設置しているもの
(8)　地方自治法の一部を改正する法律（平成２３年法律第３５号）附則第３条の規定による経過措置により地方開発事業団を設置しているもの 

